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手続き編
令和 7年 1月以降は、原則システムでの届出となりますので、システムマニュアルを参照してください。
以下の記載例とその説明については、参考として紙の様式を用いて解説をしているため、システムでの手
続きと異なります。

８　�記入例

（１）本人の欄
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・申告書の現住所と同じ住 

所になります。 

・退職後にお住いの住所を 

記入してください。退職 

後に転居することが決ま 

っている場合は転居後の 

住所を記入してください。

・結婚等で氏名が変更して 

いる場合、または、退職後、  

退職手当金を請求する時 

点で氏名が変更している 

場合は、変更後の氏名を 

記入してください。  

・記入を誤った場合は、二 

重線で訂正してください。 

・修正液で加除等はしない 

でください。 

・口座名義は左詰めで記入 

してください。 

・濁点（゛）、半濁点（゜）

も１字に数えます。 

・姓と名の間はひとマス空 

けて記入してください。 

・請求者本人名義の口座と 

してください。家族名義 

では送金できません。 

・連絡先電話番号は、必ず、

連絡の取れる電話番号を 

記入してください。 

・携帯電話でも可です。 

・振込先金融機関の記入は、預 

金通帳、キャッシュカードを 

参照して、正しく記入してく

ださい。なお、合併・名称変

更・統廃合等により、預金通

帳、キャッシュカードが古い

情報の場合は、その写しを訂

正してから最新の内容で記入

してください。

・口座番号は、右詰めで記入し 

てください。

・支店名は、通帳繰越店でなく、

口座を開設した支店名を記入 

してください。

・金融機関コードは４ケタ、店 

番号３ケタは正しく記入して 

ください。

・ゆうちょ銀行（郵便局）の場 

合は、漢数字３ケタの店名を 

記入し、本店・支店・支所・ 

出張所はいずれも〇で囲まな 

いでください。（参照P106注）
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手続き編
令和 7年 1月以降は、原則システムでの届出となりますので、システムマニュアルを参照してください。
以下の記載例とその説明については、参考として紙の様式を用いて解説をしているため、システムでの手
続きと異なります。

（２）振込先金融機関の欄

・	 �請求者本人が記入する振込先金融機関の欄は、預貯金等の通帳またはキャッシュカードを参照の
うえ、金融機関コード、支店番号、金融機関名、支店名、口座番号をすべて正しく記入する必要
があります。

・	 �口座番号は、金融機関によっては、７桁で表示していない場合がありますので、その際は右詰め
で記入してください。

・	記入誤りがあった場合は、退職手当金の送金処理ができません。
・	 �金融機関の統廃合により、旧の金融機関を指定した場合や、退職手当金請求書を提出後に口座名
義を旧姓から新姓へ変更したことにより送金できないケースが増えています。
�送金先の金融機関への事前確認または名義変更する予定がある場合は、出来る限り変更してから
記入してください。

注  ゆうちょ銀行への振込送金を希望される場合
・	ゆうちょ銀行への振込みは、現在、お持ちの記号・番号のままでは送金できません。
・	ゆうちょ銀行への振込みの際には、振込用の「店名・預金種目・口座番号」が必要となります。
・	ゆうちょ銀行、ゆうびん局の預金窓口まで、ゆうちょ銀行の通帳（通常預金・通常貯蓄預金に限ります）をお持
ちのうえ、「店名・店番・預金種目・口座番号」の記載を受けて、その内容を記入してください。

・	ゆうちょ銀行の振込用支店名は、漢数字３桁で、最終桁が「八（はち）」になります。
	（ゆうちょ銀行へ振込の場合の記入例）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金融機関コード 支店番号 支店名（口座開設店）金融機関名

口座番号 口座名義 注．ひとマス空ける 

 

 

 

 

 

 

 

 

金融機関コード 支店番号 支店名は、漢数字３桁で最終桁
が「八」になります。 
※ 支店番号は同じです。 

〇はつけません

口座番号 口座名義 注．ひとマス空ける 
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令和 7年 1月以降は、原則システムでの届出となりますので、システムマニュアルを参照してください。
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（３）退職所得の受給に関する申告書の欄

注 1  ‌�申告書欄の太枠の「あなたの」欄とA欄は遺族請求の場合を除き、必ず記入してください。未記入の場合は、
退職手当金の 20.42％が源泉徴収税額として差引かれます。

注 2  遺族請求の場合は、申告書欄の記入は不要です。（参照P114）
注 3  相続人請求の場合は、申告書欄に退職者名の記入が必要です。（参照P115）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・通常は一般を〇で囲んでください。 

・在職中に障害者となったことが直接 

の原因で退職した場合は、障害を〇 

で囲み、（ ）内に障害等級、身体障 

害者手帳の交付年月日を記入のうえ、 

身体障害者手帳（写）を添付してく
ださい。 

・退職した年の１月１日現在で生活保護法 

による生活保護を受けている場合は、生 

活扶助の有を、その他の人は無を、〇で 

囲んでください。 

・氏名は、退職手当金

請求書と同じ氏名 

を記入してくださ

い。 

・現住所は、退職手当金請求書 

の住所と同一の住所を記入し 

てください。 

・③の勤続期間は、共済制度の加入期間と読み替 

えます。加入年月日（自）と、退職年月日（至）

を記入し、その年数（１年未満の端数は１日で

も切上げ）を記入してください。 

 この例の場合は、３年１か月ですので、４年と 

なります（控除額の年数です）。 

・継続異動をした場合は、最初の加入年月日と退 

職年月日を記入してください。 

・合算申出をした場合は、未加入期間があっても、

最初の加入年月日と退職年月日を記入してくだ 

さい。（未加入期間は福祉医療機構において除き 

ます） 

 ※③の勤続期間の年数は、退職所得控除額を求め

る年数となりますので、退職手当金算定の被共

済職員期間（１年未満は切捨て）とは異なりま

す。 

・退職した年の１月１日現在の 

住民登録上の住所を記入して 

ください。 

・退職所得の源泉徴収票（以下、源泉）がある場合はのりづけで貼り付けをしてください。

　源泉のサイズがA４などで貼り付けできない場合は、退職手当金請求書一式に同封してください。

・源泉が複数枚ある場合は、複数枚全てを貼り付け、または同封してください。

・給与所得の源泉徴収票は貼り付けしないでください。

・退職手当金請求後の源泉の受付対応はしておりませんので、貼り付けまたは同封漏れがないように注意

してください。 
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